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1. 工業用水道事業の現状と課題 

1-1.給水の状況 

工業用水道事業は、本市（当時合志町）と菊陽町にまたがるセミコンテクノパーク内

のインフラ整備として平成 8 年度から建設が始まり、平成 10 年 4 月 1 日から一部給水

を開始し、平成 12 年 4 月 1 日からセミコンテクノパーク内全域へ給水できるようにな

りました。 

 計画水量 2,300m3/日、現在、契約水量 2,154m3/日（R1 実績）となっています。令

和 2 年より契約水量は 2,057m3/日となる見込みです。水源は区域内にある深井戸を利

用しています。施設としては配水池（Ｖ＝400m3）、高架水槽（110m3）を設置してい

ます。水源（井戸）から取水ポンプにて配水池へ揚水し、さらに、配水池より送水ポ

ンプにて高架水槽に送水し、高架水槽より自然流下方式にて区域内の工場等へ配水し

ています。 
 

表 1.1.1.給水の状況 

供用開始年月日 平成 10 年 10 月 1 日 契約水量 2,154m3/日 

給水先事業所数 7 1 日平均配水量 2,041m3/日 

R1 決算書より 
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1-2.施設の概要 

 工業用水道事業は再取得価格ベースで約 9.0 億円の資産を保有しています。 
 施設の概要は以下の通りです。 

 
表 1.2.1.施設の概要 

水源 地下水 

施設数 
浄水場設置数 0 

管路延長 5.5km 
配水池設置数 2 

現在配水能力 2,300m3/日 計画配水能力 2,300m3/日 
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1-2-1.構造物及び設備等 
工業用水道事業の水源は第 1 水源、第 2 水源ともに地下水を取水しています。地下水

の取水量は安定しています。PC 配水池及び高架水槽に貯水し、配水管にて各企業へ配

水しています。主に 1997 年に竣工したため、施設に問題はありません。しかし電気計

装設備は 20 年以上経過したため、更新の時期を迎えています。 
再取得価格ベースで約 6.6 億円の資産を保有しています。 

 
表 1.2.2.施設概要 

 

番号 資産名称 区分 工種
再取得価格

（千円）

1 第1水源取水室 取水 建築 56,777 1997 H9

2 PC配水池 配水 土木 121,582 1997 H9

3 高架水槽 配水 土木 99,926 1997 H9

4 第1水源取水井 取水 土木 28,215 1998 H10

5 第1水源ポンプ、電気計装 取水 電気 201,744 1997 H9

6 第1水源場内配管 取水 土木 49,640 1997 H9

7 第1水源場内舗装 取水 土木 3,185 1997 H9

8 第1水源排水設備 取水 土木 4,844 1997 H9

9 第1水源場内外柵 取水 土木 2,983 1997 H9

10 第2水源取水室 取水 建築 5,663 1999 H11

11 第2水源場内配管 取水 土木 2,012 1999 H11

12 第2水源取水ポンプ 取水 機械 83,390 1999 H11

13 量水器 配水 電気 150 1998 H10

14 量水器 配水 電気 1,293 2001 H13

15 量水器 配水 電気 4 2002 H14

16 量水器（日本ピラー工業分） 配水 電気 31 2004 H16

17 量水器（日本ピラー工業増径分） 配水 電気 60 2008 H20

18 量水器（150mm電磁　ソニー分） 配水 電気 310 2009 H21

19 量水器（100mm電磁　東京ｴﾚｸﾄﾛﾝ分） 配水 電気 230 2009 H21

20 量水器（75mm電磁　日本ｴｱ･ﾘｷｰﾄﾞ分） 配水 電気 207 2009 H21

21 量水器（40mm　ｲﾝﾀｰﾃｯｸ分） 配水 電気 10 2009 H21

22 量水器（75mm） 配水 電気 54 2014 H26

23 量水器（75mm） 配水 電気 54 2015 H27

24 量水器（75mm電磁　日本ｴｱ･ﾘｷｰﾄﾞ分） 配水 電気 168 2017 H29

25 量水器（100mm電磁　東京ｴﾚｸﾄﾛﾝ分） 配水 電気 205 2017 H29

26 量水器（150mm電磁　ｿﾆｰｾﾐｺﾝﾀﾞｸﾀ分） 配水 電気 263 2017 H29

663,000合計

取得年度
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1-2-2.管路 

現在、管路は再取得価格ベースで約 2.4 億円、約 5.5km の資産を保有しています。 

 
表 1.2.3.管路の口径別布設延長表 

 
 
 

 
 
 
 
 

 
  

番号 資産名称 区分 管種
口径
(mm)

延長
(m)

再取得価格
（千円）

1 配水管 配水 DIP-GX 250 27 1,539 1997 H9

2 配水管 配水 DIP-GX 200 2,432 119,168 1997 H9

3 配水管 配水 DIP-GX 150 1,083 44,403 1997 H9

4 配水管 配水 DIP-GX 100 347 12,492 1997 H9

5 配水管 配水 DIP-GX 75 37 1,110 1997 H9

6 配水管 配水 HPPE 50 90 2,070 1997 H9

7 導水管 導水 DIP-GX 150 260 10,660 1997 H9

8 配水管 配水 DIP-GX 150 952 39,032 2006 H18

9 配水管 配水 DIP-GX 150 302 12,382 2013 H25

5,530 242,856

取得年度

合計
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1-3.過去 10 年の配水量 

 過去 10 年の実績において、配水能力 2,300m3/日に対し、契約水量 2,154m3/日（R1
実績）、1 日平均配水量 2,041m3/日（R1 実績）を供給しており、契約率は 94％（R1 実

績）、施設利用率は 89％（R1 実績）と効率的な運営を行っています。令和 2 年の契約水

量見込みは 2,057m3/日となっています。将来においても大きく変動はしないと考え、令

和 3 年以降も契約水量 2,057m3/日、1 日平均配水量 2,041m3/日を将来値として採用し

ます。本検討では契約水量をベースに将来の給水収益を算出します。 
 

 

表 1.3.1.水需要実績 

 

 

図 1.3.1.水需要実績 
 

 
 

  

2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020

H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2

1日平均配水量 (m3/日) 2,068 1,829 1,833 1,813 1,872 1,894 1,972 2,056 2,041 2,041

契約水量 (m3/日) 2,240 2,020 1,809 1,830 1,915 1,955 1,955 2,154 2,154 2,057

配水能力 (m3/日) 2,300 2,300 2,300 2,300 2,300 2,300 2,300 2,300 2,300 2,300

施設利用率 (％) 89.91 79.52 79.70 78.83 81.39 82.35 85.74 89.39 88.74 88.74

契約率 (％) 97.39 87.83 78.65 79.57 83.26 85.00 85.00 93.65 93.65 89.43
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1-4.現行の水道料金体系 

工業用水道事業の料金は基本料金、特定料金まで、一律 50 円/m3 となっています。

超過料金となった場合、100 円/m3 となります。毎年黒字経営となっているため、料金

設定としては現在、問題はありません。 

 
表 1.4.1.工業用水道事業料金体系 

区分 料金 

基本料金 基本使用水量 1m3 につき、50 円 

特定料金 基本使用水量 1m3 につき、50 円 

超過料金 基本使用水量 1m3 につき、100 円 

    ※消費税抜き 

    料金改定年月日：平成 10 年 10 月 1 日 
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1-5.組織体制 

令和 2 年現在、工業用水道事業の担当者は 1 人となっています。工業用水道事業は合

志市水道局水道課水道班が担っており、水道事業の職員と協力し事業を運営している状

況です。施設数も少なく、比較的新しいため、トラブル等は特に起こっておらず、問題

なく運営されています。将来においても水道課の人員と協力して業務を行っていきます。 

 
表 1.5.1.組織体制 

職員の識別 平成 31 年 4 月 1 日現在 

課長補佐 1 人 
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1-6.経営状況 

工業用水道事業の経営状況について、経営比較分析表の経営指標を用いて分析・評価

を行います。 
経営指標の内容は、大きく分けて「経営の健全性」、「経営の効率性」、「老朽化の状況」

の 3 つとし、それぞれの詳細内容について分析及び評価を行います。 
※表内の「平均値」は、同規模の類似団体（給水人口 5 万人以上 10 万人未満）の全 

国平均値を示しています。 

 
1-6-1.経営の健全性 

経営の健全性では、「経常収支比率」、「累積欠損金比率」、「流動比率」、「企業債残高対

給水収益比率」についての分析及び評価を行います。 
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1-6-2.経営の効率性 

経営の効率性では、「料金回収率」、「給水原価」、「施設利用率」、「契約率」についての

分析及び評価を行います。 
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1-6-3.老朽化の状況 

老朽化の状況では、「有形固定資産減価償却率」、「管路更新率」についての分析及び評

価を行います。 
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1-7.経営健全化の取り組み 

工業用水道事業では経営の健全化と契約企業への配水サービスの向上を目指し、業務

の効率化に努めるとともに、先進事例等に関する情報収集を行っています。今後もサー

ビス水準を維持・向上できるように経営の効率化に向けた取り組みを継続していく必要

があります。   
その他にもさらなる経営の効率化の可能性を探るため、「熊本中央地域協議会」（熊本

市、山鹿市、菊池市、合志市、御船町、嘉島町、益城町、甲佐町、山都町、西原村、大

津菊陽水道企業団の 4 市 5 町 1 村 1 企業団で構成）に参加し、熊本市を中心とした広域

化検討において、他団体との災害時等における非常時対応についての連携を模索してい

ます。 

 
●経費削減等の取り組み 

支出抑制内容 

・業務委託による経費削減 
・電力費の削減（電力削減装置の設置） 
・長寿命管の採用 
・各種情報システムの活用 

 
 

●民間活力の導入 

これまでの取り組み 

・電気設備点検業務委託 

・機器設備点検業務委託 

・水質検査業務委託 

・災害時における配水管等応急対策の協定 

・営業関連業務委託（受付・滞納整理・開閉栓・収納業務・

検針業務・水道メーター取替業務） 

・ＯＡ機器保守管理業務委託 

・除草業務委託 
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2. 工業用水道事業の将来の事業環境の見通し及び課題 

工業用水道事業が取り組むべき事項、方策等の設定にあたり、現状評価と課題を踏ま

え、予測される将来の工業用水道事業の事業環境がどのように変化するかを認識するこ

とが重要です。このことから、工業用水道事業の将来の事業環境の見通しと課題を外部

環境と内部環境の観点から整理します。 

 
2-1.将来の外部環境の見通し及び課題 

2-1-1.将来の配水量について 

工業用水道事業の契約水量は令和 2 年に 2,057m3/日となる見込みです。また、1 日平

均水量は 2,041m3/日を見込みます。 

 
表 2.1.1.水需要将来推計 

 
 

 

図 2.1.1.水需要将来推計 

 
  

2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030 2031

R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13

1日平均配水量 (m3/日) 2,041 2,041 2,041 2,041 2,041 2,041 2,041 2,041 2,041 2,041 2,041

契約水量 (m3/日) 2,057 2,057 2,057 2,057 2,057 2,057 2,057 2,057 2,057 2,057 2,057

配水能力 (m3/日) 2,300 2,300 2,300 2,300 2,300 2,300 2,300 2,300 2,300 2,300 2,300

施設利用率 (％) 88.74 88.74 88.74 88.74 88.74 88.74 88.74 88.74 88.74 88.74 88.74

契約率 (％) 89.43 89.43 89.43 89.43 89.43 89.43 89.43 89.43 89.43 89.43 89.43

項目

2,041m3/日
2,041m3/日

88.74％

2,057m3/日

2,057m3/日

89.43％

2,300m3/日

50

60

70

80

90

100

0

500

1,000

1,500

2,000
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R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 ％m3/日
1日平均配水量 契約水量 配水能力 施設利用率 契約率
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2-1-2.料金収入の見通しについて 

 料金収入は 41,614 千円（R1:2,154m3/日）でした。令和 2 年に契約水量が 2,154m3/
日から 2,057m3/日と減少する見込みであるため、水量減少を見込み、39,740 千円とし

ます。令和 3 年～令和 13 年において、契約水量は変わらないと見込み、39,740 千円を

計上します。 
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2-2.将来の内部環境の見通し及び課題 

2-2-1.施設の見通し 

工業用水道事業の現有資産を更新しない場合の健全度推移を見ると、下図のように構

築物及び設備資産は 2026 年頃には健全施設が約 5 割程度まで減少し、管路資産につい

ても徐々に健全管路が減少し、2061 年頃には約 2 割程度になることが予想されます。

今後こうした施設の老朽化に対応し、施設の健全性を確保するためには適切な更新投資

費用が必要です。本経営戦略においては、中長期的な更新投資計画を策定します。 

 
 
 
 

 

図 2.2.1.設備全体（更新しない場合）の健全度

 

図 2.2.2.管路全体（更新しない場合）の健全度 
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■ 健全資産・・・・経過年数が法定耐用年数以内の資産 

■ 経年化資産・・・経過年数が法定耐用年数の 1.0 倍超～1.5 倍以内の資産 

■ 老朽化資産・・・経過年数が法定耐用年数の 1.5 倍超の資産 
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2-2-2.施設維持管理の課題 

工業用水道事業では全ての水源においてポンプにより地下水を汲み上げており、配水

池、高架水槽に貯水後、各契約企業に配水しています。施設点数が少なく、管路延長も

短いことから維持管理は比較的容易であり、水道事業の業務の一部として工業用水道事

業の施設維持管理を行っています。しかしながら、日常における点検や修繕などの維持

管理費や相応の人員が必要となります。また管路についても漏水事故等に対する修繕工

事等の対応においても同様です。 
現在合志市水道局水道課では、水道事業を含め 7 名（管理職を除く）の職員で対応し

ておりますが、現在の職員数では今後の維持管理についての対応が非常に困難になるこ

とが予想されます。 

 
2-2-3.工業用水道事業の経営上の課題 

今後の工業用水道事業では、契約水量が変わる予定もなく、契約率も現状を維持する

と考えられ、収益上安定していく見込みです。しかしながら経年化資産や老朽化資産の

増加に伴う更新工事費用が大きくなる見込みです。 
更新工事費用に対する財源は、利益余剰金により賄われる予定です。現在のところ十

分な財源を確保していることから安定した経営が可能となります。 

 
2-2-4.組織の見通し 

工業用水道事業は水道事業の 1 業務として対応しています。組織の見通しは水道事業

の考え方に準じます。 
水道課において「2-2-2.施設維持管理の課題」と「2-2-3.水道事業の経営上の課題」で

挙げられた共通課題が職員数の不足です。適切な工業用水道事業運営を維持していくた

めには、経営と施設の健全性を保たなければなりません。将来の施設更新工事、維持管

理に係る業務量増加に伴う職員数の増員が必要となることから、適切な組織体制を検討

する必要があります。 
本経営戦略における、工業用水道事業に関わる職員数は現状通りとします。 
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3. 経営の基本方針 

3-1.総合計画における工業用水道事業の位置付け 

合志市総合計画第 2 次基本構想（計画期間：平成 28 年度～令和 5 年度）では、「人と

自然を大切にした協働によるまちづくり」を合志市の基本理念とし、「元気・活力・創造

のまち」を将来都市像とし、全ての人が安全に、安心して暮らすことのできるまち「健

康都市こうし」を創るとしています。 
本市は、この「元気・活力・創造のまち～健康都市こうし」を実現するために、「行政

評価システム」を活用し、計画と連動させることによって計画の進行と管理を行ってい

くとしています。計画は、6 つの政策（基本方針）と 28 の施策を掲げています。 
工業用水道事業は、本市の総合計画の 6 つの政策（基本方針）のうち、6 つ目の「産

業の健康」に位置付けられ、政策を実現する 28 の施策のうち、28 番目「企業誘致の促

進と働く場の確保」を実現するとしています。この中で工業用水道事業について直接は

触れられていませんが、現状として「新たな工業団地の整備を進めています。」といった

ことから工業用水道事業は工業団地の基本的なインフラとして安定した工業用水の供

給を続けていく必要があります。 

 
3-2.経営の基本理念と基本方針 

基本理念は工業用水道事業として安定した工業用水を契約企業に提供することとし

ます。 
また、経営の基本理念を実現するために取り組むべき 3 つの基本方針を下記のとおり

とします。 

 
【 経営の基本理念 】 

 
 
 
 
 

 
【 3 つの基本方針 】 

 
 
 

 
 
 
  

経営環境の変化に適切に対応し、知恵と工夫により業務の改善を図り、契約企

業に工業用水道事業サービスを持続的・安定的に提供します。 

（1）健全経営の持続に努めます。 

（2）計画的な施設更新を行います。 

（3）危機管理体制の強化に努めます。 
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4. 効率化・経営健全化への取り組み 

4-1.経営戦略のイメージ  

契約企業に工業用水道事業サービスを持続的・安定的に提供していくためには、管路

や管路以外の施設についての健全性を維持することが重要になりますが、そのためには

今後も多額の資金が必要になってきます。そこで重要になってくるのが、投資試算（投

資の必要額の見通し）と財源試算（負担金等）を均衡させることです。 
また、並行して事業の効率化・経営健全化に取り組むことも重要です。事業コストの

削減等で健全経営の持続を図るとともに、計画的・効率的な工業用水道施設の更新、耐

震化を進めます。 
さらには大規模災害の発生に備えた危機管理体制の強化に取り組みます。 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

 
 
 
 

図 4.1.1.経営戦略のイメージ 

 
  

広域化、民間の資金・ノウハウ活用
（PPP/PFI等）

組織、人材、定員、給与の適正化
その他の経営基盤強化の取組

（ICT活用等）

〇長寿命化 収支均衡 〇料金の見直し

〇過剰・重複投資の見直し 〇内部留保額の見直し

〇優先順位が低い事業の取りやめ

住民・議会に対して「公開」

経営基盤強化と財政マネジメントの向上

効率化・経営健全化の取組

投資試算の検討 財源試算の検討

経営戦略　【イメージ】

投資・財政計画の策定

（計画期間は基本10年以上）

収支ギャップが生じた場合にはその解消を図る

契約企業・議会に対して「公開」 
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4-2.経営の基本方針と具体的な取り組み体系 

工業用水道事業は水道事業の 1 業務として対応しています。経営の基本方針は水道事

業の考え方に準じます。 
工業用水道事業が経営の基本理念及び基本方針に沿って、効率化と経営の健全性維持

をすすめていくための具体的な取り組みの体系を下表のとおりとします。 

 
表 4.2.1.工業用水道事業の経営基本方針と具体的な取り組み 

経営の基本方針 具体的な取り組み 

1.健全経営の持続 

(1)職員の確保と人材育成 

(2)投資の平準化 

(3)民間活力（PPP/PFI）の活用 

(4)ICT（情報通信技術）の活用 

2.計画的な施設更新 
(1)施設の耐震化、更新及び再構築 

(2)施設情報の精度向上 

3.危機管理体制の強化 
(1)広域化の検討 

(2)工業用水道事業業務継続計画（BCP）の推進 
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4-3.経営の基本方針 1：「経営基盤の強化」の具体的な取り組み 

工業用水道事業は水道事業の 1 業務として対応しています。経営基盤の強化は水道事

業の考え方に準じます。 
 

4-3-1.職員の確保と人材育成 

工業用水道事業では、水道事業のノウハウを活用し、これまで効率的な組織運営を行

ってきました。しかしながら、これから本格的に老朽化していく施設の点検、修繕や更

新など業務量増加に対応できる人員体制の構築と次世代職員への技術継承の取り組み

が必要となります。 
技術継承を目的とした人材育成のため、水道課内外での各種研修への積極的参加や資

格取得の支援等により、技術基盤の確保及び技術力の向上に努めます。 
また技術基盤の確保策として技術職員数の確保についての検討を行っていきます。 

 
4-3-2.投資の平準化 

工業用水道事業が今後 40 年間で必要となる更新費用は、約 10 億円と見込んでいます

（アセットマネジメントの結果より）。今後 40 年で施設の経年化が進み、計画的な更新

が必要となります。今後は給水収益と資金残高等のバランスを考慮した本経営戦略で投

資の平準化を検討しています。 

 
4-3-3.民間活力（PPP/PFI）の活用 

ＰＰＰとは、公と民が連携して公共サービスの提供を行う事業の枠組みですが、これ

までも工業用水道事業では、維持管理に係る業務や料金の検針・賦課・徴収事務など、

民間に業務委託し、公と民が連携して公共サービスの提供を行いながら経費の節減に努

めてきました。 
ＰＦＩは、ＰＰＰの代表的な手法の一つで、民間の資金、経営能力及び技術能力を活

用して公共施設等の建設・維持管理・運営等を行う公共事業を実施するための手法のこ

とです。 
今後も先進事例などの調査・研究を行いながら、業務委託の範囲拡大の可能性につい

て検討していきます。 
 

4-3-4.ICT（情報通信技術）の活用 

水道事業の庶務部門においては、財務処理や予算編成のための企業会計システム、水

道使用料システムがあります。技術部門においては、水道管路台帳システムを導入して

おり、埋設位置情報はもとより、設置年度や修繕の記録などをシステム化しています。

また水源地や配水池等の基幹施設では、電話回線やインターネット回線を活用した監視

通報装置を設置しています。 
今後、工業用水道事業も費用対効果を踏まえ、必要に応じて新たなＩＣＴ技術の導入

及び活用を検討していきます。  
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4-4.経営の基本方針 2：「経営の合理化」の具体的な取り組み 

工業用水道事業は水道事業の 1 業務として対応しています。経営の合理化は水道事業

の考え方に準じます。 
 

4-4-1.施設の耐震化、更新及び再構築 

工業用水道事業の施設は平成 9 年に竣工しており、比較的健全な施設が多い状況です。

設計も新しいことから耐震性能も高いと判断されます。令和 7 年に電気設備を更新する

予定ですが、耐震性能を考慮したものを採用する予定です。施設、管路は経年化してい

ないことから、再構築は現在のところ予定していません。 

 
4-4-2.施設情報の精度向上 

健全な工業用水道事業経営を持続するためには、常に正確な施設の状況を把握してい

なければなりません。施設の資産の状況を正確に把握することは、その情報をもとに施

設の維持・修繕や、計画的な更新などの管理を適切に行うことができ、また大規模災害

時における円滑な応急対応や、広域連携及び官民連携を行う場合の実現可能性の調査・

検討等を行う上での基礎情報となります。今後は想定される老朽化した古い施設の更新

に伴い、随時正確な施設情報登録を行い施設情報の精度向上に努めます。 
また蓄積した情報を基にアセットマネジメントによる中長期的な視点での更新需要

と財政収支の見通しの検討を行い、本経営戦略に反映させ健全な工業用水道事業の継続

に努めてまいります。 
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4-5.経営の基本方針 3：「危機管理体制の強化」の具体的な取り組み 

工業用水道事業は水道事業の 1 業務として対応しています。危機管理体制の強化は水

道事業の考え方に準じます。 
 

4-5-1.広域化の検討 

「新たな概念の広域化」とは、厚生労働省の「水道ビジョン」で示された概念であり、

従来の事業統合による広域化にとらわれず、広域化のイメージを発展的に広げ、近隣の

事業体間で連携することによって課題解決を図る取り組みです。 
現在合志市では、「熊本中央地域協議会」（熊本市、山鹿市、菊池市、合志市、御船町、

嘉島町、益城町、甲佐町、山都町、西原村、大津菊陽水道企業団の 4 市 5 町 1 村 1 企業

団で構成）に参加し、熊本市を中心とした広域化検討において、他団体との災害時等に

おける非常時対応についての連携を計画しています。 
今後は、事務部門や維持管理部門など、近隣事業体との連携が可能な事項について協

議、検討していくことになります。 

 
4-5-2.工業用水道事業業務継続計画（BCP）の推進 

前述の「広域化の検討」のとおり、現在合志市では「熊本中央地域協議会」において、

他団体との災害時等における非常時対応についての連携を模索しており、非常時対応と

しての共同訓練実施も検討しています。しかしながら、工業用水道事業での「事業継続

計画（ＢＣＰ）」は未策定ですので、今後は策定の方向で進めていきます。 
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5. 投資・財政計画 

5-1.投資についての説明 

投資については、新規の整備は無いものの、施設の耐震化や既存施設の改築・更新を

予定しております。 

 
①新規の整備について 
区域拡張など、新規整備事業の計画はありません。 

 
②改築・更新について 
 工業用水道事業として平成 9 年に施設を竣工したため、最も古い施設でも約 20 年経

過した程度です。 
 土木施設は一般的に 60 年、管路施設は 40 年の法定耐用年数を定められていること、

また、劣化等も確認されませんので、更新の必要性は低いと判断されます。よって、本

検討では更新は行わない計画とします。 
 電気計装設備は設置から 20 年経過していること、システムの陳腐化、水道事業との

システムの統合を図るため、令和 7 年に設備の更新を計画しています。約 2.5 億円を見

込んでいます。なお、更新設備の法定耐用年数は 2-4-3.耐用年数表の引用番号 170 番、

「水道用又は工業用水道設備」、「電気設備」、「その他」の 20 年を採用します。減価償却

費は 1,250 万円見込みます。財源を工事負担金とした場合は長期前受金として、1,250
万円を見込みます。 

 

 

図 5.1.1.施設更新計画 
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5-2.財源についての説明 

①料金収入について 
契約水量は令和 2 年に 2,057m3/日となる見込みです。その後は変わらない見通しで

す。1 日平均給水量は現状と同様と考えます。 
 料金収入の見通しは 2-1-2 に示す通りです。料金回収率も高いことからも特に料金改

定は予定していません。よって、将来の料金収入は 39,740 千円と見込みます。 

 

 

図 5.2.1.料金収入の見通し 

 
②企業債について 
企業債を財源とする予定はありません。 

 
③工事負担金について 
これまでの施設整備にあたり、工事負担金を財源として更新してきました。今後は基

本的に自己資金を財源とします。自己資金が不足する場合、工事負担金の使用も検討し

ます。 
令和 7 年に予定している電気設備更新費用（約 2.5 億円）の財源は自己資金（利益剰

余金）により、更新する予定です。 
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5-3.投資以外の経費についての説明 

①人件費について 
 今後の老朽化施設の更新工事や日常における点検・修繕の維持管理等の業務量増加に

対応するためには、増員による人員体制の構築と次世代職員への技術継承の取り組みが

必要となります。 
しかしながら、工業用水道事業は現在のところ、人員増加の予定はないため、現状通

りとして算定します。 

 
②動力費について 
契約水量は令和 2 年から減少する見込みです。また、新エネルギーも導入し、動力費

の減少が見込まれています。しかし、経営戦略上、費用を多く見込む方が赤字側となり、

安全な想定ができることから、動力費は減少させず、現状通りとします。 
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5-4.経営指標の推移（将来予測）について 

本経営戦略策定における更新財源を自己資金とした場合の将来の経営指標の推移を

以下に示します。経営指標は、収支計画表を基に算出した「①経常収支比率」、「②企業

債残高対給水収益比率」、「③料金回収率」、「④給水原価」の 4 項目です。 

  

 

図 5.4.1.将来の経営指標 
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〇経常収支比率 
算 式：（営業収益＋営業外収益）÷（営業費用＋営業外費用）×１００ 
【評価】令和 7 年の事業を行うにあたり、財源を自己資金とします。今まで減価償却額

と長期前受金戻入が相殺されていましたが、長期前受金戻入が見込めなくなっ

たため、収益が 1,250 万円減少する見込みです。よって、経常収支比率は 140％
から 104％まで減少します。しかし、100％を下回ることはなく、黒字を保つ見

込みです。 

 
〇企業債残高対給水収益比率 
算 式：企業債残高合計÷給水収益×１００ 
【評価】工業用水道事業は企業債を借り入れていません。また、自己資金が十分に確保

されていることから、借り入れの予定はありません。よって、将来も 0％となる

見込みです。 

 
〇料金回収率 
算 式：供給単価÷給水原価×１００ 
【評価】営業収益の内、長期前受金戻入が見込めなくなるため、回収率が 155％程度か

ら 104％まで減少する見込みです。100％を保っているので、問題ありません。 

 
〇給水原価 
算 式：｛（営業費用+営業外費用）－長期前受金戻入｝÷年間総有収水量 
【評価】長期前受金戻入額が見込めなくなるため、給水原価は 33 円/m3 程度から 
        51 円/m3 まで増加する見込みです。 
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5-5.投資財政計画 

〇自己資金を財源とした場合の投資財政計画 
 収益的収支は約 1,400 万円の黒字が約 170 万円まで減少します。資金残高は一時的に

約 3.7 億円までさがりますが、令和 13 年度では約 4.5 億円まで回復する見込みです。こ

れは今まで資産取得の財源は長期前受金戻入対象であったため、損益勘定留保資金がほ

とんど補填財源に回らなかったことが原因と考えられます。損益勘定留保資金は以下式

から算出されます。 
  損益勘定留保資金＝減価償却費－長期前受金戻入 
 現在まで、施設投資の財源がほぼ自己資金でなかったため、長期前受金≒減価償却費

となっています。令和 7 年以降の更新事業を行う場合も財源を自己資金とする予定です

が、長期前受金戻入が計上されませんので、収益的収支は減価償却費分が赤字となる可

能性が高くなります。今後は補填財源不足額と余剰資産及び収益的収支のバランスを保

ちながら、施設の更新を計画的に行っていくことを検討していきます。 

 
〇（参考）工事負担金を財源とした場合の投資財政計画 
 収益的収支は 1,400 万円の黒字が続いていくこととなります。資金残高は補填財源が

約 5.4 億円から約 7.0 億円まで増加する見込みです。自己資金及び利益も十分にあるこ

とから令和 7 年の事業の財源は自己資金とすることが妥当だと判断されます。 
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6. 経営戦略の事後検証・更新等に関する事項 

本経営戦略の進捗管理のため、概ね 5 年ごとに事後検証を行います。 
また、ＰＤＣＡサイクル（①計画の構築：Plan⇒②事業の実施：Do⇒③目標達成状況

の確認・検証：Check⇒④見直しの改善：Action）を行い、必要に応じてアセットマネ

ジメント及び本経営戦略の更新や見直しを図ります。 
 また、総務省は令和 2 年までの策定を求めている経営戦略について、令和 7 年度まで

に見直し率を 100％にすることを要請しました（令和 3 年 2 月 28 日付、水道産業新聞

より、資料編参照）。このため、令和 7 年度までに本経営戦略の見直しを行うこととしま

す。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

 
 

図 6.1.PDCA サイクルのイメージ 
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